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新居浜市全域⾼度無線環境整備推進事業 プロポーザル公募 

質疑回答書 

 

発注者︓株式会社ハートネットワーク 

作成⽇︓令和 8 年 7 ⽉ 31 ⽇ 

本書は、提出された質疑に対する回答です。回答内容は参加者全社に共有します。 

No. 質問事項 回答 
1 固有要件について、元請けが要件を満たさず

調達先が満たす場合、参加資格ありとみなさ
れるか。その場合、証明書は調達先名義
（例︓PON 機器の販売実績証明書）でよ
いか。 

参加資格要件（契約①・契約②の固有要件を含む）につきましては、応札
者が単独で満たす場合のほか、応札者を代表とする実施体制（下請負⼈・機
器調達先等を含む）の全体で満たす場合も、参加資格を有するものとみなし
ます。 
したがって、契約①の PON 機器に関する要件（販売実績・保守体制・製品
供給）を機器調達先が満たす場合、また契約②の施⼯・業務に関する要件を
下請負⼈等が満たす場合、いずれも当該実施体制として要件を満たすものとし
て取り扱います。 
この場合、次の書類をご提出ください。 
・当該要件を証する書類（実績証明書等）。当該書類は、要件を満たす調
達先・下請負⼈等の名義のものをご提出いただいて差し⽀えありません。 
・実施体制を⽰す書類（体制図、役割分担、応札者と各社の協⼒関係を⽰
すもの）。どの要件を体制内のいずれの者が満たすかを明⽰してください。 
・当該調達先・下請負⼈等から確実に供給・協⼒を受けられることを⽰す書類
（供給証明・協⼒確約書等）。 
なお、応札者は、実施体制の代表として、契約の履⾏および業務遂⾏の全体
について責任を負うものとします。 
また、契約①固有要件のうち「製品供給を令和 20 年 3 ⽉ 31 ⽇まで書⾯で
保証できること」については、別途、質疑への回答のとおり、要件の内容を変更
いたします。 

2 契約①の提出書類のうち「許認可証」は、電
気通信⼯事業の許可を有することを⽰す書類
という理解でよいか。 

ご理解のとおりです。参加資格証明書類の「許認可証」は、建設業法に基づく
電気通信⼯事業の許可を有することを⽰す書類（建設業許可通知書の写し
等）を指します。 
なお、共通要件に記載した「電気通信⼯事業の許可（電気通信事業法）」
についても、正しくは「建設業法に基づく電気通信⼯事業の許可」です。 

3 全体技術仕様書 第 3章 3.1 品質管理の
⾃営柱建柱の管理基準「傾斜 1/100以
内」は、10mの⾼さで柱上部の倒れ⽅向のず
れ 10cm以内という理解でよいか。デジタル
傾斜計による測定で問題ないか。 

前段（傾斜 1/100 の解釈）について。 
ご理解のとおりです。傾斜 1/100以内とは、柱の⾼さに対する倒れ⽅向の⽔
平変位の割合が 1/100以内であることを指します。したがって、柱の地上⾼が
10mの場合、柱頂部の倒れ⽅向のずれが 10cm以内であることを意味しま
す。 
後段（測定⽅法）について。 
デジタル傾斜計による測定で差し⽀えありません。測定にあたっては、傾斜が最
⼤となる⽅向（倒れ⽅向）で測定してください。測定結果は、施⼯要領に定
める記録様式により記録し、完成図書に添付してください。〔品質管理基準およ
び記録様式の詳細は、施⼯要領によるものとします。〕 

4 ONU に関する情報（提供可能機器・⾦
額）を参考として価格提案書等に記載する
想定だが、必須ではないという認識でよいか。
また本公募の評価対象外という理解でよい
か。 

ONU に関する情報（提供可能機器および参考価格）につきましては、参考
情報として価格提案書等にご記載いただくようお願いいたします。必須の提出
書類ではありませんが、当社の今後の整備計画の検討のため、可能な範囲で
のご提⽰にご協⼒ください。 

5 ヘッドエンド設備において、予備機（光アンプ 予備機の取扱いは、その性質により次のとおりといたします。 
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ユニット（下位）／PON 回線カード
（10G））の計上は不要という認識でよい
か。 

システムの可⽤性・信頼性を確保するために冗⻑構成として常時システムに組
み込む機器（現⽤機と対で待機し、障害時に切り替えるもの）は、本補助事
業の対象として提案・⾒積に計上してください。 
⼀⽅、故障時の交換⽤として在庫で保有する予備機（コールドスタンバイの予
備機・予備基板等）は、使⽤時期が未定であるため、提案・⾒積には計上し
ないでください。 
ご質問の光アンプユニット（下位）および PON 回線カード（10G）につきまし
ては、上記の区分に従い、冗⻑構成として設計に組み込む場合は計上、交換
⽤在庫として保有する場合は計上不要となります。いずれとするかは、貴社の提
案する設備構成に応じてご判断ください。〔当社として冗⻑構成を求める機器が
ある場合は、その旨を仕様書等で指定〕 
なお、交換⽤在庫としての予備機の保有については、当社が別途⾃社負担で
検討する事項とします。 

【本件に関する問い合わせ先】 

株式会社ハートネットワーク お客様サービス局営業施設サービス課 ⼭地伊作 
TEL︓0897-32-7777  E-mail︓yamaji@heartnetwork.jp 


